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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１５７　　２０１２年　３　月　２９　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
３月議会(予算議会)　請願と修正案を除いて提案通り可決
当初、４９議案（来年度予算１０議案、今年度補正予算９議案、条例の制定５議案、条例の一部改正１４議案、その他１１議案）と「桑名市長水谷元氏に辞職勧告を求める」請願１件が議会に提出されました。
今議会より「新病院の整備等に関する特別委員会」が設置（議員団は反対）されて病院関係の議案等は特別委員会で審査・調査されることになりました。
日本共産党桑名市議団は、４９議案中、来年度（平成２４年度）予算１０議案中の農業集落排水事業特別会計を除く９議案、職員倫理審査会条例や入札監視委員会条例等の条例の制定４議案、値上げになる市税条例や介護保険税条例等の条例の一部改正４議案、三重県自治会館組合規約の変更に関する協議１議案、工事請負契約の締結１議案、職員給与改定などを含んでいる今年度（平成２３年度）補正予算６議案、他に病院関係２議案の合計２７議案に反対しました。

最終日には、来年度一般会計予算の修正案として多度の健康増進施設の予算を削除する案が出されましたが賛成少数で否決されました（市議団は、建設の目的がころころ変わる健康増進施設は必要ないという立場で賛成）。当局より人事案件２件が提出され、山下副市長の選任に反対し、橡尾監査委員の選任には賛成しました。また、議員提出議案の「議決事件に該当しない契約についての報告に関する条例」には賛成し、「地方独立法人桑名市総合医療センターに係る非課税措置を講ずる意見書」には反対しました。
また、一市民から「市長公室長に倫理観を求める陳情書」が出されました。新しく制定した「議会基本条例」には、請願と同じように扱うとなっていますが、当局には文書を渡すが、議会としては聞き置きとなりました。私は、本会議の代表質疑の中で市長公室長にこの陳情について感想を求めたが、その様な陳情が出ているのは聞いているが、受け取っておらず知らないとの答弁であった。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　
国会では　「来年度予算案」「原発」「消費税増税法案」等々
年度末を控え、「来年度予算案」の採決をめぐる動きが焦点になっています。与党は年度内の採決を求め、野党側は審議続行を求めています。政府は年度内不成立の事態に備えて暫定予算の編成に入っております。　　　　　　　　　　
　参院で審議入りした「労働者派遣法改定案」は、厚生労働委員会でわずか４時間の審議で採決されました。この法案は、「抜け穴」が批判されている政府案から製造・登録型派遣の原則禁止を削除するなど、民自公の３党合意によってさらに骨抜きにしたものです。日本共産党は、労働者保護に不十分な政府案すら骨抜きにする暴挙と批判し、徹底審議を行い、抜本改正するよう求めています。
　子ども手当を廃止して児童手当に戻す「児童手当法改定案」も厚生労働委員会で決まりそうです。民自公３党合意に基づき多くの世帯で実施された支給額削減に加えて、新たに所得制限を導入します。日本共産党は、旧児童手当の時と比べて負担増になる世帯が大量に出るなど子育て支援に逆行すると批判しています。
　大飯「原発」３・４号機のストレステスト１次評価が妥当とされたのを受けて政府は、再稼働について月内にも「政治判断」する構えです。日本共産党は、ストレステストで安全性が保証されるものではないと指摘し、新たな安全神話をつくり、再稼働先にありきという立場から国民の安全を顧みない許しがたい動きだと批判しています。
「消費税増税法案」は、先週にも閣議決定しようとしていた野田政権のもくろみが崩れ、今週に持ち越されることになりました。直接には民主党内の事前審査が難航しているためですが、根本には社会保障改悪と「一体」となった消費税増税への国民の反対と、消費税増税では経済も財政もよくならず逆に破壊するだけだということがいよいよ明らかになってきたためです。野田政権は消費税増税法案の閣議決定を強行せず、増税そのものを断念すべきです。
日本共産党は、消費税に頼らず財源を作り、社会保障の充実を提案しています。
反対討論　「平成２４年度桑名市一般会計予算」に対する全文
市長は、来年度予算について「地域医療」「防災・減災」「子育て支援」に重点を置くと言われましたが、「地域医療」については新病院構想・建設が不明確であり、これからお金がどれだけかかるのかも不明です。「防災・減災」については住民がどうすればいいのか具体性にかけています。「子育て支援」は箱物中心になっていることをまず指摘しておきます。　　　　　　　　　　
緊急性のない道路建設、公園整備、駅西土地区画整理事業等の大型公共事業は相変わらずの予算であり、本来やるべき福祉関係予算では、県下一高い国保税はそのままで、６５歳以上の方の介護保険料や後期高齢者医療制度の保険料の値上げがされ、社会的弱者である高齢者や生活困窮者には冷たい予算になっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大企業を優遇する企業誘致奨励金は無視できません。これからの企業誘致は亀山のシャープの例を見ても明らかなように多くの危険性があります。
　同和関連予算も、相変わらずで、各所に見られる人権啓発費や人権センター費、同和総務費、隣保館費、児童センター費、共同浴場、改良住宅、人権保育推進事業費、社会人権・同和教育推進事業費、教育集会所費、それに、いつまでも続く住宅新築資金等貸付事業特別会計への繰り出しなど、計上されており、昨年と比べると少し減額されているとは言え、３億円を超える予算が投入されています。同和事業の終結宣言を求めます。
　桑名市のすべき仕事は何なのか。業務の民間委託の拡大が心配です。図書館等の施設管理のための官製ワーキングプアにもつながるＰＦＩ事業費に４億６５００万円、指定管理者制度、既に４８施設に及ぶわけでありますけれども、この施設管理運営代行費、実に６億５千万円です。指定管理者制度は、住民の福祉を増進する目的を持ってその利用を供する施設である公の施設について、民間事業者等が有するノウハウを活用することにより、住民サービスの質の向上を図っていくことであるわけであります。本当にそうなっていますか。市の元職員が退職後雇用されている例が散見されます。今こそ見直しが必要だと考えます。保育所・小学校給食やごみ収集、特に山崎苑の社会福祉協議会への委託には反対であります。公のやるべきことを民間にやらせることは、責任の所在が不明確になるという大きな問題があります。　　　　　　　　　　　　　　
個別的には、自衛官募集に協力する事務費、開催するか分からない国民保護事業費、税の徴収強化と滞納者から有無を言わせず取り立てる、そして、差し押さえを強行する三重地方税管理回収機構負担金、広域清掃事業組合負担金にはどんどん値上がりしていくＲＤＦ引取料が含まれております。病院基金の１億円積み立て、目的を節操も無く変えての健康増進施設の建設、予算にはありませんが子供たちを競わせランクづけし、子供たちの負担になる学力テストの実施には反対です。以上が来年度一般会計予算に反対する主な理由です。
値上げの春　今議会の値上げ関連議案は３つありました。
１つは、介護保険料の値上げ（桑名市介護保険税条例の一部改正）
２つは、市税の値上げ（桑名市市税条例の一部改正）
３つは、後期高齢者医療制度の保険料値上げ（平成２４年度桑名市後期高齢者医療事業特別会計予算）です。

１、【介護保険】６５歳以上の高齢者に負担増となる介護保険料の値上げです。年金から有無を言わせずに１７％もの値上げで引き落とされます。それと低所得者に配慮したという保険料の所得別細分化ですが、他市町の内容を見ると決して優れたものではありません。

２、【住民税】東日本大震災に関連して、防災のための増税だと言いますが、使用方法が不明確です。平成２６年度から１０年間、均等割の税率に５００円を加算するもので、市民全体で３億円も負担を強いる増税です。
３、【後期高齢者医療制度】国の制度に反対です。年齢（７５歳以上）で区切って、別枠の医療保険に囲い込み、高い負担で安上がりの医療を押しつける制度です。保険料は、後期高齢者の人口比率の上昇に伴って上がっていく仕組みになっており、来年度９％の値上げが行われます。（２月の三重県後期高齢者医療広域連合議会で決まりました。議員は桑名市から三浦副市長、安藤市議会議長が出ています。）制度が延命する限り、際限のない負担増が高齢者の方を襲います。後期高齢者医療制度は、すぐに廃止し、減らされ続けてきた国庫負担金をもとに戻して高齢者の負担を軽減し、年齢や所得による差別のない医療制度を確立すべきです。
日本共産党桑名市議団は、いずれにもきっぱりと反対しました。
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やっと満開になった寺町の河津桜　　　　　桑名市に２３億円余りで買収される山本総合病院
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